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Vol.1225 

令和６年３月 15 日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各介護保険関係団体      御 中 
←厚生労働省老健局 高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

今回の内容 

「令和６年度介護報酬改定に関する

Ｑ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 

15 日）」の送付について 
計 112 枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3971、3979、3938) 

F A X  : 03-3595-4010 
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【訪問介護】 

○ 同一建物減算について①適用期間について 

問９ 同一建物減算についての新しい基準は、令和６年 11月１日から適用とあるが、

現在 90％を超えている事業所が、減算適用されることになるのは、令和５年度後期

（令和５年 9月から令和６年 2月末まで）の実績で判断するのではなく、令和６年

度前期（令和６年４月から９月末まで）の実績で判断するということでよいか。 

（答） 

・ 貴見のとおりである、令和６年度前期の実績を元に判断し、減算適用期間は令和６年 11

月１日から令和７年３月 31日までとなる。この場合、令和６年 10月 15日までに体制等

状況一覧表を用いて適用の有無の届出が必要となる。 

 

・ また、令和６年度後期（10月から令和７年２月末）に 90％を超えた事業所については、

減算適用期間は令和７年度の４月１日から９月 30日までとなる。 

 

・ なお、令和７年度以降は判定期間が前期（３月１日から８月 31日）の場合は、減算適

用期間を 10月１日から３月 31日までとし、判定期間が後期（９月１日から２月末日）の

場合は、減算適用期間を４月１日から９月 30日までとする。 

 

（令和６年度の取扱い） 

 

 

（令和７年度以降の取扱い） 

 

  

令和 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 令和７年度

６年度 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 4月～9月末

減算
適用

減算適用
届出
提出

後期 判定期間

前期 判定期間
届出
提出

令和 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

７年度 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

減算適用

令和８年度

４月～９月末

令和６年度

３月

届出
提出

減算
適用

判定期間
届出
提出

前期 判定期間

後期
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【訪問介護】 

○ 同一建物減算について②減算の適用範囲 

問 10 今般の改定により、訪問介護事業所における指定訪問介護の提供総数のうち、

同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割合が 90％以上である場合に減算適用

することとされたが、90％以上となった場合は全利用者について半年間減算と考え

てよいか。 

（答） 

同一敷地内建物等に居住する利用者のみが減算の適用となる。 

 

【訪問介護】 

○ 同一建物減算について③正当な理由の範囲 

問 11 ケアマネジャーからの紹介があった時点で、既に同一敷地内建物等に居住する

利用者であることが多く、これにより同一敷地内建物等に居住する利用者の占める

割合が９０％以上となった場合については、正当な理由に該当すると考えてよい

か。 

（答） 

訪問介護事業所は「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 11年厚生省令第 37号）」第 36条の２において、訪問介護事業所の所在する建物と同

一の建物に居住する利用者に対して指定訪問介護を提供する場合には、当該建物に居住

する利用者以外の者に対しても指定訪問介護の提供を行うよう努めなければならないこ

ととされており、単にケアマネジャーから地域の要介護者の紹介がないことを理由とし

て、同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割合が 90％以上となった場合は、正当

な理由には該当しない。 
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【訪問介護】 

○ 同一建物減算について④正当な理由の範囲

問 12 通常の事業の実施地域内に同一敷地内建物等以外に居住する要介護高齢者が少

数である場合について、これにより同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割

合が９０％以上となった場合については、正当な理由に該当すると考えてよいか。 

（答） 

正当な理由とみなして差し支えない。ただし、訪問介護事業所は「指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 37号）」第 36条の２

において、訪問介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定

訪問介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定訪問

介護の提供を行うよう努めなければならないこととされており、お問い合わせのケース

については、通常の事業の実施地域の範囲が適正かどうかも含め、同一敷地内建物等以外

に居住する要介護高齢者へも指定訪問介護の提供を行うよう努めているかどうか確認を

行うこと。 

【訪問介護】 

○ 同一建物減算について⑤正当な理由の範囲

問 13 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算定する場合は、正当な理

由に該当すると考えてよいか。 

（答） 

正当な理由には該当しない。 




